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Abstract：
People taking a tour bus do not make a direct contract with a bus company; rather, they become part of an agent-
organized tour contract, which includes a tour bus as part of the package tour. There is however no clear distinction 
between a tour bus and a regular coach service. The problem of tour bus business has been debated particularly since 
a bus crashed into Kanetsu expressway wall on 29 April, 2012 in Gunma Prefecture. The Ministry of Land, Infrastructure, 
Transport and Tourism now plans to integrate the two kinds of businesses. Tour bus business as a package tour business 







































































































































































































たものである（第 3 章、図 3 参照）。バスは、4月28日金沢
駅を出発し、高岡駅でさらに旅行者を乗せ、29日、新宿駅、

































































































































































































































































旅行業法第 12 条の 6 第 1 項、「貸切バス事業者の営業区










旅行者と締結する契約等に関する規則第 9 条第 1 号ロ、同













































































































































































































高速バスと貸切バスの健全な発展に向けて～』平成 24 年 3 月30日
（2012）（http://www.mlit.go.jp/common/000211900.pdf（2012.9.3））。
8 　『日本経済新聞』2012.4.30 朝刊 1、34、35 面。








2012.4.30 大阪朝刊 28 面は、「過当競争、安全後回し」「過酷労働、
同業者悲鳴」「旅行会社、運転状況知らず」などの小見出しをつけ、『朝
日新聞』2012.5.4 朝刊 10 面の社説では、運転手の勤務時間、長距
離運転や夜間運行の基準が甘いと指摘している。
10　成定竜一「高速ツアーバス事業の現状と課題」『運輸と経済』第








踏まえて -」『運輸と経済』第 69 巻第 3 号（2009）、28-29 頁。
16　谷口礼史・滝沢朗「乗合バス事業の規制緩和と今後の展望」『運









確保対策に関する行政評価・監視結果報告書」平成 22 年 9月（2010）
によると調査した2007 年から2008 年にかけての76 事業者 369 運送
契約についての届出運賃に対する収受率は、50％未満 36.0％、50％
以上 100％未満 48.8％である（175 頁）。
21　「道路運送法及びタクシー業務適正化臨時措置法の一部を改正す
る法律の施行に伴う関係通達の廃止及び改正等について」（平成 14






















2012.5.28 朝刊 17 面では、事故後に開かれた説明会では、「陸援隊
とハーヴェスト社間では２業者が仲介し、これら４業者の間で契約書が
一切なかったことを明らかにした」としている。








39　『朝日新聞』2012.4.30 朝刊 31 面、『朝日新聞』2012.5.5 朝刊 28
面、『読売新聞』2012.5.5 東京朝刊 27 面、『毎日新聞』2012.5.4 東
京朝刊 25 面等。
40　大阪地裁平成 21 年 4月20日判決（平成 19 年（ワ）第 4651 号、
運行代金請求，損害賠償請求事件）、自保ジャー ナル1817 号 173 頁。
41　『朝日新聞』2012.4.30 朝刊 1 面。





43　『日本経済新聞』2012.5.2 朝刊 35 面。
44　『朝日新聞』2012.5.2 朝刊 31 面。
45　『毎日新聞』2012.5.2 大阪朝刊 25 面。
46　前掲『朝日新聞』2012.5.5 朝刊 28 面、『読売新聞』2012.5.5 東
京朝刊 27 面、『毎日新聞』2012.5.4 東京朝刊 25 面。
47　『読売新聞』2012.5.21 東京朝刊 31 面。
48　『読売新聞』2012.5.28 東京朝刊 34 面。
49　『読売新聞』2012.6.5 東京朝刊 29 面。
50　『毎日新聞』2012.6.5 大阪朝刊 28 面。
51　『読売新聞』2012.6.10 東京朝刊 29 面。
52　『日本経済新聞』2012.6.11 朝刊 14 面。
53　『毎日新聞』2012.6.11 大阪夕刊 11 面。
54　『読売新聞』2012.6.12 東京朝刊 33 面。



















70　平成 24 年 6月29日観観産第 132 号
71　平成 24 年 6月29日観観産第 133 号
72　平成 17 年 2月28日国総旅振第 386 号
























78　『日本経済新聞』2012.6.19 朝刊 34 面。
79　http://www.mlit.go.jp/kankocho/news06_000143.html（2012.9.15）
80　http://www.mlit.go.jp/kankocho/news06_000144.html（2012.9.15）
81　『読売新聞』2012.7.31 大阪朝刊 35 面、『毎日新聞』2012.8.2 東
京朝刊 28 面。
82　廣岡裕一『旅行取引論』（晃洋書房、2007）16 頁。



















ングスの社長の記者会見につき前掲『朝日新聞』2012.5.2 朝刊 31 面
は、「謝罪や補償について説明しており、保険で賠償していく」と報じ、
前掲『日本経済新聞』2012.5.2 朝刊 35 面は、事故は「バス会社『陸
援隊』側に責任があるとの認識を示した」と報じているが、これらに対
して批判的に論じた記述はみられない。










いて平成 24 年 6月22日」http://www.mlit.go.jp/common/000214568.
pdf（2012.9.16）




概要等について平成 24 年 7月18日」（http://www.mlit.go.jp/report/
press/jidosha02_hh_000099.html（2012.9.16））
92　なお、観光庁は、旅行業者に対する不利益処分は、通達「旅行
業法第 19 条第 1 項に基づく旅行業者の不利益処分の基準について」
（平成 24 年 7月26日観観産第 179 号）で基準を定め 2012 年 8月
1日より適用することとしている。
93　『読売新聞』2012.7.3. 東京朝刊 31 面。
94　鈴木伸一「ツアーバス企画会社の聴聞を傍聴して」『週刊トラベル
ジャー ナル』2012.7.23、24 頁。


























99　『日本経済新聞』2012.7.19 朝刊 1 面。














































革の方向性」『運輸と経済』第 71 巻第 7 号（2011）
受付日　2012 年 9 月26日
受理日　2012 年 12月19日
